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自治県等で発生している（ の例は、 『読売新聞』の報道より） 。




は、デモ・騒乱・暴動をまとめて「群 性事件」と呼んでいる。例えば、中共中央組織部副部長李景田が二〇〇五年七月七日に国務院新聞弁公室のプレスリリースにて、初めて対外的に群体性事件という言葉を使い、海外プレスに対して「騒乱」等 表現を使わないよう求めている（参考文献⑪） 。
　暴動や騒乱という表現には、日本語の場
合と同様に、反政府活動 な色彩がある。社会が不安定であることをも表す言葉でもある。中国当局としては、北京五輪を控え、また外資誘致の必要性を鑑みて、 「国内の安定」イメージを演出したいため これらの言葉を避けたのであろう。その他に、群
体性事件という、ある種中立的な言葉を使うことにより、中共の権力と民衆との対決という構図を避けたいという意図もくみとれる。中共政権は、後述するように、実態はともかく建前としては、群体性事件を極力「人民内部の矛盾」として扱う方針であり、政権に敵対的なものではなく、対話によって解決可能であるとの立場である。
　治安当局者による、群体性事件の一般的
な定義とは、 「一〇人以上が集合 、共同で法律法規に違反し、社会秩序を擾乱せしめ、公共の安全に危害を及ぼし、市民 身体の安全と公私の財産を侵犯す 行為」される（参考文献⑨、三二ページ） 。これには、後述する信訪（公的機関への苦情申立）条例に規定された人数以上での集団上訪（直接来訪による苦情申立）も含まれる。●群体性事件の規模
　最近では、群体性事件の件数や人数に関



























ニ係数（〇から一の間の数で、一に近いほど不平等） では、 家計平均収入で〇 ・ 四九六になり、社会の安定が危惧される〇 ・四を超える。更に、財産保有で換算すると〇 ・六五三にまで達する（参考文献⑬、二三～二四ページ） 。これ 不平等を指摘される多くの発展途上国の状況を上回る不平等状態である。なお、同じデータか 、所得の最上位層二〇％と最下位層二 ％の差をみた場合、その差は七二倍以上になる。
　また、こうした階層は固定化されつつあ










れよう。上に挙げた「社会和諧穏定問題抽様調査」では、個人のトラブルや生活困難が発生した際に、 「誰」あるいは「何」を頼るかという設問がある。地方政府・中共党組織・司法及び法執行機関の全てについて、役に立たな 、あるいは余り役に立たないとした回答は八〇％以上であった。また、社区組織（コミュニティ自治会組織）や職場についてもほぼ同様の数値であった（参考文献⑬、二七ページ） 。つまり、法や公的制度に頼らな 「自力救済」的な志向が生じる可能性が非常に高いといえよ 。「小閙小解決、大閙大解決」 （小さく騒げば小さな解決、大きく騒げば大きな解決） 、つまり、騒ぎを しなければ解決を引き出せないのだという大衆心理が生まれる
のである（参考文献⑫、五一ページ） 。
　また、大衆にとり、公的機関を構成する
党・国家エリートとの間に大きな利益矛盾が存在するという認識も無視できない。二〇〇六年に行われた社会科学院社会学研究所の「全国社会状況総合調査」 は、この一〇年間で最も利益を得 集団はどれかとの設問に対し、 「 幹部」 （中共と国家機関の職員全般を指す）であるとした回答は七一％強であった （参考文献④、 六七ページ） 。大衆には、党・国家エリートは現在の社会体制における最大 経済的受益者層であり、 「一人勝ち」をしているよう 見えるのである。これが公的機関に対する不信感と攻撃的姿勢の源泉となるのであろう。実際に、国家幹部と大衆と 間 、衝突は発生しがちである。や り同じ調査の結果では、様々な格差と社会矛盾が存在す が、その中で、実際に衝突が発生するのは国家幹部と大衆との間であ する結果 出ている（参考文献④、六七ページ） 。●利害関係の無い群体性事件
　具体的な利益衝突や公的機関の不正によ







諧社会」のスローガンの下、融和姿勢を強調している。冒頭の一六期六中全会 決定」では、群体性事件は基本的に「人民内部の矛盾」であり、中共政権に敵対する性質のものではないという立場を採っている。群体性事件の原因とな 大衆の抱える様々な困難に関心を払い、解決の手助け することが最たる予防となる の考えを示した。
　他方、発生した群体性事件に関しては、




件を煽動・利用する可能性は、引き続き警戒すべしとされ、社会の安寧に大きな影響を及ぼし、重大な暴力行為 見られた際には、果断な処置 とるとしている。二〇〇八年三月に発生 たチベット蜂起への、武力鎮圧がその例である。
　また、利益表出のチャンネル整備も志向
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